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日環アリーナ栃木 第 77 回国民体育大会及び第 22 回全国障害者
スポーツ大会の開催に向けた選手育成とスポーツ
による人材育成に寄与する県民総スポーツの推進
拠点の整備事業。

栃木県総合運動公園中央エリアとつながる地下
通路レベルから２階の屋上テラスまでをゆるやか
につなぐ「交流の丘」を設け、公園としての一体
性を確保した。

外装は日光杉の杉板型枠 PC 板により、大谷
石採掘場の山肌のような「けがいた」風合いを持
たせた。部分的に垂直に削り取ったような凹部を
つくり、実際に大谷石を用いることで、大谷石採
掘場を想起させる石塊の表現とした。大谷石を中
高層建築物の外装に用いるのは国内初の試みであ
り、栃木の新たなシンボルとしてふさわしいファ
サードを実現した。

梓設計・大成建設・安藤設計設計共同企業体
安藤　崇之
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コ  ラ  ム

ドローンを使用した点検の前に必要な事
広報・渉外委員会　副委員長　大髙　宣光

コラム　ドローンを使用した点検の前に必要な事

最近ドローンを使用して、点検作業の効率化を図ろう

とする取り組みが増えています。これに AI を組み合わせ

る事で、将来的には大きな生産性の向上が見込まれる事

は間違いありません。

しかしその一方で、発注者側の理解不足による事例も

散見されるようになりました。その多くは高度な点検能

力が必要にも関わらず、発注者側に専門的な知識が無い

ために、本来必要な発注仕様が書けずに契約され、大事

な点検項目が漏れてしまい、最悪は事故を未然に防ぐ事

が出来なかった事例まで発生しています。

和歌山の水道橋落下事故は記憶に新しい例ですが、事

故の数ヶ月前にドローンによる点検が行われ、異常の無

いことが確認されていたとの報道がありました。その点

検の際にドローンパイロットの横に、保守点検の専門家

が一緒に居て撮影箇所を指示していれば、今回の見落と

しは無かったと思われます。

この事故の報道では、「異常な腐食が進んだ」との内容

ばかり流されましたが、そもそも引張強度しか見込んで

いない吊り材の中央に後からブレースを入れて、繰り返

し曲げが起きる設計とした、耐震工事の設計上の問題が

あったと思われますが、それにしても見るべき人が見れ

ば、あの腐食を見逃す事は無かったでしょう。

2 年ほど前ですが、官公庁の施設管理者向けの記事に

下記のような掲載がありました。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

地上 3 階建て、高さ 25 メートルの南北の外壁をくま

なく撮影するのに約 1 時間。空撮した画像データは同社

で 3D モデルに再現し、AI がひび割れやさびなどを自動

的に検出する。視覚化した上で年明けにデータを町に提

供するという。

本来、詳細な点検には足場を組んで数週間にわたる作

業が必要となる。空撮に立ち会った町担当者は「本来の

点検作業と比べれば時間も雲泥の差」。同社の担当者は

「足場を組む点検は約１千万円かかる。ドローンを使えば

作業は１日で終わり、費用も 200 万～ 300 万円で済む」

とメリットを強調する。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

私はこれを読んだときに大変不思議に思いました。そ

もそも一千万円もの費用を、外部点検だけの目的に点検

作業を発注できるほど、潤沢に保守点検の費用が使える

自治体など聞いたことがありません。更にこの目的とし

てこの規模の建物であれば、12 条点検の検査技能のあ

る技術者に対して、数十万円で建物全体の検査結果が得

られますし、詳細な検査が必要であれば、その範囲に限

定した検査を他の修繕工事に合わせて発注する事で、検

査費用は大幅に削減が可能ですので、AI によるひび割れ

やさびの検査に一棟 200 万～ 300 万円が安いとする感

覚は全く理解できません。

外壁や屋上からの漏水調査は最も原因箇所の特定が難

しい調査であり、押さえコンクリートがある防水の場合

はドローンでは検知が出来ません。しかも屋上からの漏

水の場合、防水層の劣化以上に多い原因は、防水層の立

ち上がり部分や笠木からの漏水ですので、保全知識のあ

る技師が撮影すべき箇所をその場でドローンパイロット

に指示しながら、拡大した詳細画像を撮影しない限り、

補修が必要な個所を特定する画像など撮影できるはずが

無いと思うのですが、その程度の精度しか期待できない

検査に対して、200 万～ 300 万円が安いとした発注者

能力の無さが大きな問題でしょう。
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AI による診断についても同様です。ドローンから撮影

した映像が、これまで人手で撮影された映像より精度が

高い訳ではありませんので、画像診断で問題なく使える

診断の範囲として認識された使い方でなければ、AI に任

せる事はまだまだ無理があります、更にそもそも映って

いない箇所の診断は AI でもできません。

12 条点検については、検査技師の資格が法律で決め

られていますが、自治体の中にはその規定に寄らず、自

らの職員の目視点検だけで「異常なし」との検査を繰り

返している所があり、事故に繋がったと考えられる事例

も起きています。何れも発注者側の能力不足が招いた結

果と考えます。

最新新技術の評価は大変難しい仕事です。個別の業務

発注の現場に於いて、各社からの新技術の売り込みを、

各現場の担当者が評価判断する事は、その個人の力量が

大きくかかわる事から問題があります。

国交省ではその為の対応として NETIS（企業等により

開発された新技術に係る情報を、共有及び提供するため

のデータベース）と言う制度を作りました。NETIS に応

募すると国交省の専門部門による厳しい技術審査が行わ

れ、更に審査を通ったものだけが現場での試用が認めら

れ、その後実際の現場での評価を確認できたものだけが、

やっと効果の高い新技術として認められます。

地方自治体の人事異動が 3 年程度で繰り返される現状

では、NETIS の様な対応もできませんので、各自治体の

発注者能力の向上に資するためには、外部からの支援が

受けられる様な制度が必要ではないでしょうか。例えば、

その部署からの発注業務には特定の期間参加しない事を

条件として、発注者側の技術支援だけを行うコンサル業

務を、外部に委託できるようなことが必要だと思います。

コラム　ドローンを使用した点検の前に必要な事

本社/〒321-0904 栃木県宇都宮市陽東五丁目9番21号
phone.028（662）2511（代） fax.028（662）4278
URL:https://www.pto.co.jp/  E-mail:s@pto.co.jp

「こんなチラシをつくりたい。」
「あんなパンフレットができたらいいのに。」
そのヒラメキを是非私どもにお教えください。
紙媒体、映像、ホームページ作成。
あなたの想いを創造するお手伝いをいたします。
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